













































































































覇 －１「２６ ５５ 32415891 劉競｜’’ 明治△34年３５ △３６ ３７ 












































































660 ２２９ 5６ 
８４ 129 217 
8６ 255 雛 ２１４ 386 060 197 325 865 366 184 247146 
1:；|：； 1,41,ｍ 
290 478 ｢1 L｣ 
480 347 1.8 
14 
２．１ 
大正 440 369 285 












































































































































































































12.8 20.5 2.891 




















9４ 5,436 22.5 28.1 ⅡＵ 




















1．８９ 520 9.849 24.0 30.9 【］
1．９４ 819 12.521 26.3 35.3 




1,382 10.091 30.3 8６ 23.4 




RＣ 1，６３ 1,948 9.869 13.5 25.0 
大正 193 2.572 10.952 11.9 22.6 ５
月
















































る割合％鱸’四品|鼻緒合計|履物繍騰 村材木製 電気ガス鰯|時計 八品合計 四品'八品






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































勘定露|蕊 本店|蕊|営蘂部|蕊 鈩傘 国内支店総計



























j:鎌 1.478 371 470 1.042 353 191 1,262 186 255 924 426 806 155 126 田妬切 370 493 1.205 245 276 100 692 753 843 7０ 
２０ 
142 240 
年上 ５５１１１２．４４０ 382 995 大正２ 9１ 
５２ 
122 



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































7.3 7.7 ３．４ 13.8 5.9 ６．６ 3.1 Ａ×0.8/Ｂ(％） 15.4 













































































































112 ７１５３１ 7,937 42.1442 11.1 







13.4 ６，９４６ ８４９５ 53,134 
11.139 64,413 
64,597 
15.9 ４２２５ 143 ８６２３ 
870 8.620 10.675 405,518 15.9 ４．４６１ 




412.401 16.8 8.705 627 69,078 6.035 
15.2 398`６４５ 406 10.571 7,816 60,765 4.911 
397j469 
389.146 






11.2 10.332 6.443 4.562 





















































































２１．０ 680.0 3.3 












































67.1 76.7 138 
281.7 1471.3 177 















968.4 1.161 16.3 
4.449.3 15.4 6.829 19.4 
1.031.0 6.5 1.656.3 5.7 
7.1 
1,043 3.0 
7.1 2.119.7 13.3 2,050.8 2.480 
Ｆ
】
’
Ｒ
】
・
Ｒ
ｕ
鵡一響
離一繭
三四年は『大阪銀行通信録』第四九号（Ｍ三四・九）掲戟の神戸同盟銀行水畷会
調，三七年は「三井銀行史料６報知附録」第一八七号三七頁（Ｍ三七・七・七）
掲峨，三九年は「三井銀行報知付録』第四四○号（Ｍ三九・二・一）より。
ることはできよう。無担保手形の比重は、
五
割
か
ら
七
割
の
範
囲
に
大
阪
・
名
古
屋
・
京
都の順にならぶ。これに大阪一割五分、
名古屋・京都六’八分からなる商品担保
割引の比重を加えると、手形割引「市場」
における商業金融は、大阪・名古屋・京
都
と
も
に
六
割
か
ら
八
割
の
比
重
を
占
め
る
も
のと推定しうるであろう。なかでも京都
が
も
っ
と
も
そ
の
比
重
が
高
く
、
一
段
下
が
っ
て大阪と名古屋があり、大阪は名古屋と
同
水
準
か
あ
る
い
は
僅
か
に
低
い
水
準
に
あ
る
も
のと
思わ
れる
。
これまで『経済便覧」「無担保手形表」
をもとに西日本の金融中枢をかたちづく
る大阪・京都・名古屋における無担保手
形と商品担保手形の残高を推定し、割引
「市場」において商業金融がどのくらい
までカバーしているか、そのおおまかの
6６ 
第41表明治三六年六月末三井銀行本支店における無担保信用
無担保貸出比率諸貸金残高｜無担保残高 36年６月30日'35年12月31日'35年６月30日
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そ
れ
に
よ
っ
て
問
題
の
焦
よ詞点をなす有価証券担保による手形割引
噸の比重は多くとも一一割から四割とかな
鏑りせばめられるに至った。この限定づ
罐けが薄弱な資料のもとでの推定である
醗から、あたかもガラスの城の如きおぽ
支隊つかなさを禁じえないが、それが全く
つの砂上の楼閣として棄却しえない最後
一一七のささやかな杭として次の二表を掲げ
一一てこの長い章をしめくくりたい。
皿銀行信用の担保別構成についてはい
霊くつかの断片を手にすることができる
四第
が
、
そ
の
な
か
で
全
体
を
鳥
戯
し
う
る
あ
る
』艫程度信頼するに足るものとして神戸仁
辨ついての断片がある。いくつかの資料
露に散在する断片を集めると一一一○年代の
》一一一つの時期についてまとまった数字を
Ｐｄ８ 
もつ》」とができる。これによって一一一○
６７成立期日本信用機構の論理と櫛造（下．その二）
年代の神戸同盟銀行における銀行信用の担保別構成、とくに無担保および有価証券担保の比重が明確となる。第一
の資料は『大阪銀行通信録」に掲載された一一一四年七月一五日神戸同盟銀行水曜会調のものであり、第二第三の資料
は『三井銀行報知付録』に掲載された一一一七年と一一一九年の一月一五日調のものであり、調査月日に六ケ月のづれがあ
る点が考慮されなくてはならない。割引および貸付をふくむ銀行貸出総額は五年のあいだに一五九八万円から三五
一五万円へと一一・一一倍の伸びを示したのに対しそのうち無担保信用は八九四万円から一五四七万円へと一・七倍の
増加にとどまった。そのため無担保信用の比重は五割六分から四割四分へと低下している。この無担保信用と担保
付信用の比重の逆転は、三四年金融恐慌後の一一一七年六月までにすでにおきている。担保付信用の内訳を糸て承ると
その半ばを有価証券担保と不動産担保とが占めている。有価証券担保は一一一四年七月から三九年一月まで一一六○万か
ら七九九万円へと三・一倍の伸びを示しその比重も一割六分、一割九分、一一割三分へと漸増している。そのうち公
債担保は一一一分でほとんどうごかず、増加は株券社債担保に家られ三九年には全貸出の一割九分を占める。これに対
して地所家屋船舶などの不動産担保は二百万円台をうごかず、その比重は一一一四年一割三分から一一一七年に七分へと急
落する。不動産担保と有価証券担保との逆行・相殺運動によって、両者の合計は三四年Ⅱ三割をこえることばない。
それゆえ無担保信用の比重低下の大半は残る商品担保信用の急拡大によって埋められたこととなる。米雑殻、綿花、
肥料がその中心をなす。その一一一品で三四年六六万円、全貸出の四分にすぎなかったが一一一七年には五○四万円、一割
七分に、一一一九年には七一一四万円、一一割一分に達している。商品担保信用全体を染て糸ると一一一四年には一割五分にす
ぎず有価証券担保信用より低い比重であったが、三年後の一一一七年には一一一割へと急膨張をとげ、有価証券担保と不動
産担保を合せた比重をもうわまわる。九年に陸一割六分と少し揺れ戻したが、商品担保信用が無担保信用あるいは
有価証券・不動産担保信用とならぶ二本の柱の一角を占めるに至ったことを確認することができる。
6８ 
以上の検討によって一一一九年を画期とする大阪割引「市場」の膨張に浸蝕されるまえの神戸金融市場の全体像をか
なり明確に描くことができる。一一一九年一月において神戸組合銀行の総信用の四割四分が無担保貸であり、商品担保
賃が二割六分、有価証券担保貸は二割三分、不動産担保貸は七分である。無担保・商品担保をあわせた商業金融は
全銀行信用の実に七割に達する。全銀行信用三五一五万円のうち手形割引は四分の一一一を占めるから、割引「市場」
における担保別構成は、うえの銀行信用全体のそれと大差はない。兵庫県における三八年末貸出金の有価証券担保
比率が一割七分にすぎず、これを控除すると、手形割引全体に占める有価証券担保の比重は、ほぼ四分の一となる。
不動産貸のほとんどが手形割引のかたちをとらないから神戸手形割引「市場」における商業金融は四分の一一一を占め
四○年からの阪神割引「市場」の構造変化のなかで、神戸同盟銀行の信用構成がどのように変貌をとげたか大い
に興味あるところだが、資料は三九年までしか手に入れることができなかった。この点は今後一層の資料収集が求
められるが、以上の神戸手形割引「市場」において商業金融の比重がほぼ八割に近づくという確認は、さきに展開
した大阪・名古屋・京都割引「市場」における商業金融の比重が六割から八割に達するとする推計とほぼ一致す
る・ここで、注意を要すべきは、商業金融を無担保手形割引と商品担保割引をおおうものとして広くもちいており、
厳格な商業手形主義に拠ってはいない。商業手形の糸に視野を限定し、古典的な金融理論からはみでる単名手形を
あいまいなものとして切ってしまっては、後進日本における手形割引市場形成の展開とその実態を見失うであろう。
最後に普通銀行の代表として三井銀行の一一一六年六月における支店別無担保貸出比率を参考に掲げる（第虹表）。
一一一弁銀行全体の貸出一一五六万円のうち無担保賞は五割六分と半ばを制している。三五年には六月、一一一月ともに六
割五分を占めていたが、その後半年の間に一割ほど低下したが、その動きもさきにふた神戸同盟銀行貸出の事例と
ｚＵｏ 
６９成立期日本信用機構の論理と構造（下．その二）
一致する・支店別にゑて染ると一一一六年六月の総貸出における無担保比率が五割を切るところは、門司・和歌山。四
日市・深川の四ケ所にとどまり、その比率も一割から二割という極端な水準にあり、倉庫金融など特殊な性格をも
っている。七割をこえる支店は、足利、函館、横浜、京都の四支店である。この小論で検討を加えてきた近畿一円
の金融市場については、京都七割、神戸六割七分、大阪五割八分、名古屋五割六分で全て五割ラインをクリヤーし
ている・一一一五年六月、’二月と比較すると大きく動いておりが、これが長期的な傾向をあらわすものか、短期的な
変動かこれだけでは判断はつかないが、一一一五年から一一一六年にかけて、京都において無担保比率が著しく伸び、逆に
東京・大阪・名古屋・神戸が低下しており、さきに検討した「無担保手形表」残高の動向と一致し、興味深い。
（１）商業興信所明治三五年版『経済便覧』「無担保手形発行者種別金額負数表」後注。一一一六年版から以後名古屋については後
注を欠く。一一五年版については入手できず確認できない。
（２）商業興信所『経済便覧』「大阪無担保手形表」の後注は、次の如く変化している。Ｂ明治一一一四、三六年版が大阪・神戸両
市の市内銀行によって割引かれた無担保約束手形、ロ一一一五年版は大阪市内銀行によって割引かれた無担保約束手形、ロ三八、
三九、四○年版は大阪市内銀行によって割引かれた無担保約束及為替手形、⑧四一年版以降は記載なし、一一一七年版は入手で
きなかった。四一年版以降は後注がないから神戸をも含んだ残高の可能性を否定できないが、統計上四一年版以前と連続し
たものととりあつかわれているから大阪の糸の残高と考えるのが妥当であろう。
「京都無担保手形表」については、未見の三七年版をのぞく三五年版から大正二年版まで京都市銀行によって割引かれた
無担保手形という後注が一貫して与えられている。
（３）阿部直躬『三十年之回顧』（商業興信所蔵版）三五頁．
（４）「無担保約束手形発行高」『大阪銀行通信録』第四一号Ｍ一一一四・三
（５）綿花・綿糸については『大日木紡綴連合会月報』阪神綿業割引統計より、砂糖についでは『三井銀行報知附録」第一四四
四
号
大
正
二
・
六
・
一
八
（
大
阪
支
店
）
よ
り
。
。
以上の『経済便覧』「無担保手形表」を中心に、従来空白のまま放置されてきた手形割引における市場形成の実
扣態にささやかなメスを加えてきたが、この章の一応の小括として次の諸点を確認する。
第一に、：日本における手形割引「市場」は明治一一一四年金融恐慌を重大な転換点とし、明治末四○年代の金融緩慢
Ⅱ低金利のもとで飛趨的な拡充を孔その結果西日本の中枢的な割引「市場」において無担保手形割引は全体の半
ばを制し、商品担保割引を含めた商業金融は「市場」のほぼ四分の一一一を占める・
第二に、こうした四○年代における手形割引市場の形成は、綿・生糸を軸とする繊維関係諸手形を中心に、その
他貿易。砂糖などの諸手形さらに重化学関連諸手形と幅広い波頭をもつダイナミックな展開をとげたこと・
第一一一に、明治中期、「砂糖切手」に染られるように日本信用機構の基底にひろがる旧幕以来の伝統的な信用取引
を倉庫証券と手形割引という西欧流の信用概念に沿って再構成しようとする近代的な試柔がここに実を結ぶに至っ
た。これによって未熟ではあれ、割引「市場」の基抵をかたちづくる商品担保割引の機構的整備がすす為つづい
て無担保割引が展開してゆく。
第四に、底辺にひろがる多くの部門での幅広い手形割引の拡充のうねりの頂点に紡織手形が析出し、優良商業手
形として手形割引の市場機構を確立してゆく。四○年代の未曾有の貨幣資本圧力のもとで綿花手形は、日銀信用に
依存することのない自律的な市場機構を確立する。これによって近畿一円の金融中枢機能を掌中にした大阪割引
「市場」は市場メカニズム浸透のひとつの戦略高地を保有するに至った。
第五に、紡織手形の自律的な割引機構の確立によって大阪手形割引「市場」は重要なひとつの礎石を築いたが鉄
道、貿易、砂糖、造船など巨大資本がふりだす手形が紡績手形とならぶ一流手形として自律的な市場機構を確立し
なければ、その本格的な確立は不可能であろう。しかしこうした新興の巨大資本は、成長とともに資金集中から支
配集中への上昇転化の過程をたどり、その通過点として市場機構がもとめられるにすぎない。それゆえ、鉄道・質
７１成立期日日本信用機構の論理と構造（下｡その二） 易など新興巨大資本が振出す手形は、安定的蓄積軌道への推転ととも垣国家あるいは財閥の支配集中力の傘にと
りこまれ「市場」から姿を消す。この点に日本における手形割引市場確立を至難なものとする根深い宿因が横たわ
り
こ
ま
れ
っている。
第六に、新興巨大資本の資金集中力が支配集中力をうわまわるかぎりは手形割引「市場」は拡充をとげるが、そ
の無担保手形の多くは商業手形ではなく融通のための単名手形であった。これまでの分析は無担保手形に視点を定
めたが、いまや日本における手形割引「市場」の形成にとって、無担保手形の中味すなわち商業手形と単名融通手
形の信用機構における意味が次に問われなければならない。そこにおいて、日本における手形割引の市場形成の意
義と限界が確定されねばならぬ。
第七に、三四年金融恐慌を画期とする日銀信用の厳格な預金銀行主義への転換にもかかわらず、勃興する割引
「市場」のおおよそ四分の一の比重を株式担保割引が占めていること、この点は看過されてはならない。明治中期
以降、日本の手形割引「市場」は飛躍的な勃興をふせ、欧米流の近代的な信用機構への再編がめざましい成果をと
げつつあったことを確認したうえで、次に、株式担保あるいは単名手形割引の展開のうちに、イギリスを範とする
古典的形態からはなれた形成期日本信用機構の特質が問われなければならない。
（一九七八・二・一○脱稿）
